
１ 方針策定の趣旨

｢低炭素社会の構築｣に向け、「新兵庫県地球温暖化防止推進計画(以下｢第２次計画｣という)」に継ぐ新

たな計画(第３次計画)を策定する必要がある。現在、国の温室効果ガス削減目標等が定まらない状況の中、

県の削減目標の設定は困難なため、当面取り組むべき施策の方向性を示した兵庫県地球温暖化対策方針を

策定する。

２ 策定のポイント

１ 施策展開の５つの対策方針

方針① 再生可能エネルギーの導入拡大

・温室効果ガス排出削減はもとより、地域の自立的なエネルギー確保を図るため、再生可能エネルギー導入を拡大

・太陽光発電等のさらなる導入拡大を図るとともに、小水力、バイオマス等未利用エネルギーの発掘、活用を推進

方針② 日常生活や経済活動からの温室効果ガス排出削減

・排出削減と経済成長の両立を図るため、規制と経済的ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞをﾊﾞﾗﾝｽよく織り交ぜた低炭素型産業活動の推進

・東日本大震災以降高まった節電・省エネ意識を持続させることによるCO2排出の少ないﾗｲﾌｽﾀｲﾙへの転換

方針③ 低炭素型まちづくりの推進

・持続可能で活力ある都市づくり、地域づくりを進めるため、ｴﾈﾙｷﾞｰ源の多様化、建築物の低炭素化・省ｴﾈ化を推進
・自家用車に過度に依存することのないコンパクトなまちづくりの推進

・CO2の吸収源ともなる都市の緑化、建築物の屋上緑化・壁面緑化等を推進

方針④ CO2吸収源としての森林の機能強化

・｢資源循環型林業｣を構築し、林業生産活動を通じた、CO2吸収機能等森林の多面的機能の高度発揮
・県産木材の利用を促進し、利用される木材によるCO2の固定

方針⑤ 次世代の担い手づくり

・環境に配慮した行動につながる意識の啓発、環境学習・教育による次世代の環境を担う人づくり

２ 重点的な取組

(1) 再生可能エネルギーの導入目標の設定

【単位：千kW】

種別 2010導入量 2020目標

住宅用太陽光発電 122 517

非住宅用太陽光発電 23 303

風力発電 43 56

水力発電 4 5

バイオマス発電 86 104

ごみ発電 53 65

計 331 1,050

(2) 震災で高まった省エネ機運の定着と省エネ対策の促進

区分 対策
産業
業務
条例に基づく排出抑制計画・報告制度と温暖化アセス制度の一体的な運用や先導的な省エネ対策の事例を
含めた情報開示制度の充実等に取り組む。

家庭 CO2を「見える化」し、ﾗｲﾌｽﾀｲﾙに応じた効果的な対策を提案するとともに、対策ごとの CO2削減量や省ｴﾈ
効果を示すことで具体的な行動につなげていく。

運輸 エコドライブの普及とともに、次世代自動車の導入を促進する。

＜2020年度温室効果ガス削減量の試算＞

Ⅰ 方針の基本事項 Ⅲ 施策の展開方針及び重点的な取組

兵庫県地球温暖化対策方針の概要～当面取り組むべき施策の方向性～ （案）

各主体が、適切な役割分担のもと、主体的に活動

するとともに、連携、協働することにより、継続

的な取組として定着させ、効率的かつ効果的な省

エネを推進

(２)震災で高まった省エネ機運を定着させ、省

エネ対策を一層促進する

これまでのトレンドや賦存量等を踏まえ、具体的

な数値目標を設定して、重点的に推進

(１)再生可能エネルギーのさらなる導入促進を

図る

「「
省省
エエ
ネネ
」」
とと
「「
創創
エエ
ネネ
」」
がが
進進
んん
だだ
低低
炭炭
素素
社社
会会
のの
実実
現現

22002200年年度度ままででにに再再生生可可能能エエネネルルギギーー導導入入量量をを１１００００万万 kkWW((１１ＧＧＷＷ))ととすするる

～ひょうご１００万キロワット創エネプラン～

※低炭素社会とは、CO2排出の少ない社会

資料３

２ 再生可能エネルギー導入促進に向けた取組状況

「グリーンエネルギー推進プログラム」及び第２次計画に位置づけられた「グリーンエネルギー10 倍増作戦」に

基づき、再生可能エネルギーの導入を進めてきた。

①太陽光発電：太陽光発電相談指導センターを設置(H21年度)

住宅用太陽光発電設備の補助・融資を実施(H23,24年度) 等

②風力発電：風況マップの提供、アセス条例の適正運用 等

③バイオマス：バイオマス総合利用計画に基づく木質バイオマスの利活用促進 等

【グリーンエネルギー10倍増作戦 実績】 ［単位：kW］

基準年
(H14年度)

H20年度末
実績

H21年度末
実績

H22年度末
実績

H23年度末
見込値

H24年度末
予測値

ｸﾞﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ
10倍増作戦
目標(H22年度)

県政推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
目標（H24年度）

太陽光発電 24,000 85,562 105,669 144,423 185,011 263,848 190,000 200,000

うち住宅用 73,578 91,573 121,518 156,118 196,118 ―
（ ） 内は件数 (20,890 件) (25,921 件) (33,792 件) (41,900 件) (51,000 件) (40,000 件)

風力発電
5,750
≒ 6,000

43,426 43,427 43,427 43,427 55,427
107,750
≒110,000

―

合 計 30,000 128,988 149,096 187,850 228,438 319,275 300,000 ―

―

区分

―

Ⅱ 取組状況
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【兵庫県の温室効果ガス排出量の推移】 
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（1996年～）兵庫県地球温暖化防止地域推進計画

第4次計画

国の計画が策定され次第

第３次計画を策定

３ 対象期間 

  平成25(2013)～32(2020)年度 

  ※国のエネルギー基本計画等が策定され次
第、温室効果ガス削減目標を設定し、第３
次計画を策定 

１ 本県の温室効果ガス総排出量 

  2010 年度の温室効果ガス総排出量は

67,026kt-CO2(速報値)であり、基準年度(1990 年

度)に対して 8.2％減少し、第２次計画目標年度

(2010 年度)の削減見込値である基準年度比 6.3%

削減は達成する見込み。 

  本県の特徴としては、産業部門が７割近く(全国:

約４割)を占めており、また、業務部門が基準年度比

32.9％増、家庭部門が15.3％増と伸びが大きい。 

 

＜仮定＞中環審小委員会資料（国立環境研究所AIMチーム作成）をもとに試算 
・原発比率に関わらず対策による削減量は一定 

・実質経済成長率が2011～2020年度平均で1.1%の場合（慎重シナリオ） 
・合理的な誘導策や義務付け等を行うことにより、重要な低炭素技術・製品等の導 
入を促進することを 想定した場合（対策・施策中位ケース） 

・消費電力量は、2010年度と同程度と想定 
・クレジットによる調整は含まないと想定（2010年度を除く） 
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施策の体系

兵庫県における地球温暖化対策は、５つの対策方針に基づき、再生可能エネルギーの導入促進や部門

別、分野別に取組事項を定め、県民・事業者及び国・市町・活動団体の協力のもと推進していく。

「方針１ 再生可能エネルギーの導入拡大」に関する取組

「方針２ 日常生活や経済活動からの温室効果ガス排出削減」に関する取組

(1)条例・要綱に基づく特定物質排出
抑制

(新)条例に基づく特定物質排出抑制計画・報告制度の見直し
(新)要綱に基づく特定物質排出抑制計画・報告制度の見直し
(新)温暖化アセス制度の見直し
CO2削減協力事業の推進

産業部門

(2)省エネルギーの設備導入の推進 中小事業者等への支援
工場廃熱の利用促進（バイナリー発電）

(3)節電対策の推進 節電啓発推進事業の促進

(1)ビル等の省エネ大作戦 県の率先的な活動（省エネ化改修、省エネチューニング等）の情報発信
中小事業者等への普及啓発
環境性能が優れた建築物の普及促進（CASBEE の活用）

民生(業務)部門

(2)エコオフィス化の推進
関西エコオフィス宣言の推進
率先的な取組事業所の表彰
温暖化アセス制度の見直し （再掲）
条例・要綱に基づく特定物質排出抑制計画・報告制度の見直し （再掲）
CO2 削減相殺制度(ひょうごカーボン・オフセット)の推進
グリーン調達の推進

(3) 節電対策の推進 （再掲） 節電啓発推進事業の促進 （再掲）

再生可能エネルギー

の導入促進

４ 風力発電の導入促進 (1)導入可能性検討
洋上・陸上風力発電の導入可能性検討

１ 太陽光発電等の導入促進 (1)経済的支援
(拡)住宅用太陽光発電設備設置特別融資事業
(2)普及啓発・情報提供
太陽光発電相談指導センターの運営
メガソーラー候補地情報提供
太陽光発電導入事例紹介
(3)県の率先導入
(拡) 住民参加型太陽光発電事業
(新)企業庁メガソーラープロジェクト
(新)フェニックス用地を活用したメガソーラーの設置
県立学校への太陽光発電の導入促進
(新)県施設の屋上を活用した太陽光発電実証事業
(新)県北部地域での太陽光発電実証事業

２ 小水力発電の設置拡大 (1)県の率先導入
水道用ダムにおける小水力発電の設計着手
(2)農村地域における導入推進
(拡)農業水利施設等における小水力発電の導入計画等の支援
(新)農業用水等を活用した小水力発電設置の促進

３ バイオマスの利用促進 (1)経済的支援
木質バイオマス利用促進(木質バイオマス利用施設等整備補助)
(2)普及啓発・情報提供
バイオマス利活用の意識醸成・普及啓発(農のｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ実践支援事業)
(3)県・市町の率先導入
市町ごみ処理施設更新時における高効率ごみ発電施設の導入促進
(4)技術開発
石炭ボイラーへの木質バイオマス混焼の検討

５ その他の再生可能エネ

ルギーの導入促進

(1)技術開発
風力・太陽熱・ﾊﾞｲｵﾏｽを組み合わせたﾊﾞｲﾅﾘｰ発電に関する技術開発の実証
(2)導入可能性検討
湯村温泉や工場排熱を利用したバイナリー発電の導入検討
潮流発電の導入可能性検討

６ すべての再生可能エネ

ルギーに共通する導入促進

(1)経済的支援
中小企業者等に対する環境保全・グリーンエネルギー設備設置等の
導入支援
防災・エネルギー設備促進貸付
(2)県の率先行動
環境保全基金による再生可能エネルギー導入事業の実施
(3)技術開発
(拡)兵庫県COEプログラムの推進(環境・ｴﾈﾙｷﾞｰｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ特別枠)

別紙

「方針３ 低炭素型まちづくりの推進」に関する取組

「方針４ CO2吸収源としての森林の機能強化」に関する取組

「方針５ 次世代の担い手づくり」に関する取組

(1)CO2 排出の少ないライフスタイル

への転換

うちエコ診断の推進
環境学習（地球温暖化防止学習）教材ソフト「うちエコキッズ」の活用
県民行動指針に基づく行動の促進

民生(家庭)部門

(2)住宅の省エネ・創エネ性の向上 長期優良住宅・低炭素建築物の普及促進
家庭における創エネルギー設備の導入への支援
(拡)住宅用太陽光発電設備設置特別融資事業（再掲）
太陽光発電相談指導センターの運営（再掲）

地球温暖化防止活動推進員による普及啓発活動
関西スタイルのエコポイント事業の推進
農林水産物の県産県消によるフードマイレージの削減

(3)地域に根ざした取組の推進

(4)節電対策の推進 （再掲） 節電啓発推進事業の促進 （再掲）

その他の部門 (1)ごみの減量、リサイクルの推進 高効率ごみ発電の導入促進（再掲）
ごみの減量化推進
分別回収の促進
レジ袋削減の推進

(2)フロン類回収の推進

(3)CH4、N2O、SF6に関する対策

機器設置者に対する啓発・実態調査
普及啓発の促進

燃焼設備の効率改善
施肥量の適正化
六ふっ化硫黄排出抑制指導

(1)エコドライブの推進（アイドリング
ストップ、急発進・急加速の抑制）

エコドライブの普及
運輸部門

(2)低公害車の普及

(3)公共交通の利用 公共交通の利用促進
鉄道への新型車両導入の検討
路線バス等への低公害車導入促進
他の移動手段と公共交通のベストミックス

条例に基づく屋上緑化等の推進
県民まちなみ緑化事業の実施
ヒートアイランド現象の地域特性の把握

低炭素まちづくり
まちづくり基本方針の推進（環境と共生するまちづくり）
スマートシティ潮芦屋の整備推進
播磨科学公園都市及び三田ｶﾙﾁｬｰﾀｳﾝにおける太陽光発電整備助成
離島・漁村における直流による自立分散ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ技術の実証研究
公共交通の利用促進（再掲）

(1)都市の低炭素化促進

吸収源の対策 (1)吸収源としての森林整備

(2)カーボンニュートラルな
資源としての木材利用促進

(3)県民意識の醸成

資源循環型林業の構築
新ひょうごの森づくりの推進(森林管理100%作戦、里山林の再生)
災害に強い森づくりの推進

森林ボランティアの育成
企業の森づくりの推進
森林吸収源クレジットの活用

原木の低コスト安定供給体制の整備
県産木材供給体制の確立
県産木材の利用促進

環境学習・教育
学校における地球環境問題等の理解の促進
地球温暖化防止の人材育成、体験型環境学習の推進
地球温暖化防止等の情報発信・相談等
地球環境等の環境意識を醸成する参加・体験型イベントの実施
環境学習(地球温暖化防止学習)教材ｿﾌﾄ｢うちｴｺｷｯｽﾞ｣の活用(再掲)

関係機関との連携 市町・関西広域連合の取組と連携した普及啓発等の推進

国際的な環境関連研究機関等と連携した取組の推進

(2)ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策の推進

低公害車の購入支援
次世代自動車用充電インフラ整備
「ＥＶアイランドあわじ」推進事業（電気自動車の導入補助事業、電気自動
車用充電器設置事業）

(4)モーダルシフトの促進 内航コンテナ船への輸送転換の促進


